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１１月１１日、「介護・認知症なんでも電話相談」が

全国１８都県で実施され、全国で１０２件の相談が、そ

の内、東京では２９件の切実な相談が寄せられました。

相談では、家族介護の大変さを訴える内容が多く、特

に老老介護の深刻な実態や家族介護の悩み、認知症と診

断された要介護者への対応などが特徴でした。

また、相談する所がわからないなど、制度が機能して

いない、「介護の社会化」どころか「家族介護」が強要

されている実態が浮き彫りになりました。

この相談会には、

東京民医連からケア

マネなど８人の介護

従事者や認知症の人

と家族の会から２人、

福祉保育労や日本医

労連、自治体労働者

や全国ヘルパーネッ

トなどから２２人の

専門家が参加し対応

しまし た。ま た、

「チラシを見て電話

したが、丁寧に話を

聞いてくれてうれし

かった。御礼を言い

たい」と相談員への

感謝の電話もありま

した。

１１月１４日、定例の「４の日」巣鴨駅前宣伝・署名、

介護相談行動を１２時から約１時間行いました。

各団体からの訴えが行われる中、あいにくの雨にもか

かわらず次々と５０筆の署名が寄せられ、「介護保険を

良く知らなかった」「制度改悪の中味をもっと知らせる

べきだ」などの声が寄

せられ、介護相談も２

件ありました。

この行動には、全体

で３２人、東京社保協

からは２８人（内東京

土建１９人）が参加し

ました。

次回の宣伝行動は１２

月１４日（木）１２時か

ら巣鴨駅前で実施する予

定です。

なお、１１月１０日に

も新橋駅SL口で宣伝行動

を行いました。



北区社保協・東京土

建北支部・東京ほくと

医療生協・北区労連・

年金者組合などで作る

北区「なんでも相談会」

実行委員会は、定例

「なんでも相談会」を

９月２６日、１０月２４日に開催し、９月２６日は

１２人、１０月２４日に６人の相談がありました。

寄せられた相談は、「保険証なし、住所不定、お

金が無いという５０代の元自衛官だったというホー

ムレスの方が知人の紹介で相談にみえ、浮腫もあり

心臓が苦しいと訴えてきました。王子生協病院の無

料低額診療をすすめると、そんな病院があるのかと

言葉を詰まらせ、翌日入院につながった」「母が認

知症になり介護することになった。そして、仕事を

辞めざるをえなくなり、無職で貯金も無くなり、今

後の不安がある」「８９歳の母親が独り暮らしで認

知があり、施設やデイサービスを進めるが嫌がり、

１年間悩んでいた。年金は毎月３.５万円しかなく、

生活保護の申請用紙が

きたが、書き方がわか

らない。」というもの

でした。その他相談に

はつながらなかったも

のの「介護離職から貧

困になってしまったと

いう６０代男性」の方もありました。

この「相談会」は、２０人を超える相談員と要員

が参加して、毎月開催されています。

（なんでも相談会だよりより）

中野社保協は、１１月７・８日の両日に中野区と

の対話集会を開催しました。

１日目は、①高すぎる国保料と、②介護保険がテー

マで、国保加入世帯

の平均所得がこの２

年間で１０万３千円

減り１３３万円台に

なるなど、国保加入

者の貧困化の実態を

明らかにさせました。

その上で、国保の都道府県化で１.２５倍上がる

と試算されている中野区の国保料について、区独自

の法定外繰入金の投入の努力を強くもとめました。

あわせて、介護労働者の処遇改善をもとめました。

２日目は、③貧困問題と④青年要求です。対話で

は、高齢者だけでなく４０～５０代の生活保護受給

人数が増えている実態を示させ、現役世代を支える

総合的な対策を求めました。

また、中野区の教育大綱に「子どもの貧困の視点」

が入っていないとそ

の姿勢を問い、社会

的はく奪の視点も盛

り込み、見えずらい

子どもの貧困を総合

的に把握した東京都

の子ども生活実態調

査を中野区でも実施するよう求めました。

就学援助「入学準備金」の入学前年度支給を求め

た対話では、中学校入学式のための制服などに数万

円かかるため、費用を貯めるために小学校卒業式の

服装は手作りし、また、食費を切り詰めた低所得世

帯の母親の事例を紹介し、支給を強く求めました。

また、青年の家賃補助、奨学金返済への支給など

でも対話を行いました。

対話を通じた成果としては、小田原市の生活保護

担当職員が「福祉なめんな」と書かれたジャンパー

を着て利用世帯を訪問していた問題を受け、中野区

として新任研修等でケースワーカーからの対応にス

ティグマが生じないよう注意喚起することを確認さ

せました。また、権利としての生活保護制度が判り

やすく伝わるよう、区のホームページの改善を約束

させました。

（中野社保協 塚本晴彦事務局長）
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東京民医連「介護

職部会」は、１１月

の介護ウェーブ行動

を都内各地で実施し

ました。

１１月１３日には、

「東京民医連介護職部会」が中野駅北口で署名・宣

伝行動を行い、介護職員３０人が結集し、１時間程

で１００筆の署名を集めることができました。通行

人の方との対話が弾み、介護職員の「一人の高齢者

も泣かせない」という熱い情熱が伝わってくる宣伝

行動でした。

１１月１６日には、三

多摩ブロック介護事業部

主催による介護ウェーブ

行動が行われ、前半で介

護保険制度改革に向けた

学習を行い、後半で国立駅前宣伝行動を行いました。

この行動には３４人が参加し、「署名宣伝行動は初

めて」という方が多くいたにもかかわらず、寒い中

１２３筆の署名を集めました。

１１月１０日と１７日には「いきいき福祉会」が、

八王子駅北口で署名・宣伝行動を行い、合計６３筆

の署名を集めました。また、普段お付き合いのある

約１４０余りの事業所と１７の地域包括支援センター

に、介護保険改善・介護報酬引き上げの署名用紙と

要請文、「事業所・利用者からの一言」記入用紙を

セットで送付しました。

（東京民医連、介護・福祉部ニュースより）

１１月１日、「都民生活要求大行動」実行委員会

は、対都要請行動を行い、２０１８年度東京都予算

についての要望を行いました。

この行動には、２１組織・８２人、延べ３２９人

が参加しました。東京社保協はこの行動の中で、国

保の滞納問題と介護職員の処遇改善問題などについ

て要望を実施しました。
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